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 第１ 人口ビジョンの策定について 

 

1 策定の背景及び位置付け 

まち・ひと・しごと創生法第 10条第 1項は、市町村は、市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略を

定めるよう努めなければならないと規定している。 

まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定するに当たっては、国の長期ビジョン及び国の総合戦略

を勘案しつつ、当該地方公共団体における人口の現状と将来の展望を提示する地方人口ビジョン

を策定し、これを踏まえて、今後5年間の目標、施策の基本的方向及び具体的な施策をまとめるこ

ととされていることから、人口の現状などに関し、分析を行うことが必要である1。 

そこで、別府市の人口の現状と産業構造等を分析し、将来の展望を提示する「人口ビジョン」を

策定する。 

この人口ビジョンは、本市の今後 5 年間の目標、施策の基本的方向及び具体的な施策をまとめ

た本市の総合戦略（「まちをまもり、まちをつくる。べっぷ未来共創戦略」）の基礎資料となってい

る。 

 

2 人口ビジョンの対象期間 

人口ビジョンの対象期間は、長期的な視点から人口減少という課題解決を図ることを踏まえ、国

の長期ビジョンと同様、2060 年までとする。 

 

3 人口ビジョンの基本的な考え方 

人口ビジョンでは、本市の人口増減に影響を与える要素を分解し、現状を分析した上で、課題を

析出するとともに、将来の展望について検討した。 

 

 

 
 

                                                   
1 溝口洋「『まち・ひと・しごと創生法』の解説（下）―国の長期ビジョン・総合戦略、地方人口ビジョン・地方版総合戦略」（地
方財務729号（2015年 3月号）89頁） 
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【視点①】
• 税収が十分に確保できるか、
歳出抑制が可能か

• 将来更新費用を鑑みて公共施
設をこのまま維持できるか 等

【視点②-3】

• 年齢層・性別・地域・時期（年
代）等によって転入者の多寡
がどのように異なっているか

• どこからの転入が多いか 等

【視点②-4】

• 年齢層・性別・地域・時期（年
代）等によって転出者の多寡
がどのように異なっているか

• どこへの転出が多いか 等

【視点②-1】

• 全国、県内、他市と比較して年
齢層ごとの女性の割合はどの
ようになっているか 等

【視点②-2】

• 時系列で見て出生率がどのよ
うに変遷しているか

• 全国、県内、他市と比較して出
生率にどのような特徴がある
か等

【視点③-2】

• 施策・事業による成果は期待
通り創出されているか 等

【視点④-2】

• 住民の住みやすさや働きやすさ
に関する意識・希望はどうか 等

【視点⑤-2】
• 産業/生活基盤施策等に関する
他市比較、先進自治体の状況

【視点③-1】

• 施策・事業による成果は期待
通り創出されているか 等

【視点④-1】

• 住民の結婚や出産等の意識
や希望はどうなっているか 等

【視点⑤-1】

• 子育て施策等に関する他市比
較、先進自治体の状況

人口増加（減少抑制）の仮説ロジック 課題抽出の視点
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＜凡例＞

仮説ロジックと課題抽出の視点 
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第２ 人口ビジョンの概要 

 

１ 人口を取り巻く環境分析 

本市の人口は 1980 年の 136,485 人をピークに減少し、2010 年には 125,385 人となっている。国

立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）によると、本市の人口は今後も減少傾向が

続き、2040 年には 10万人を下回り、98,570 人になると推計されている2。 

人口の減少は、自然減の影響が大きく、この傾向は今後も死亡数の増加とともに顕著になるこ

とが想定される。 

合計特殊出生率3は、近隣の他市と比べて低い状況にある。 

有配偶率（有配偶者割合）4も近隣他市と比べて低い状況にある。 

社会増減も大きくプラスになることはなく、転入者数と転出者数は、2011 年頃まで減少傾向にあ

ったが、近年は増加している。 

本市には、大学や短期大学に在籍する学生が多いことから、大学や短期大学への入学を迎え

る 15歳～19歳で転入者数が転出者数を上回っている。 

他方で、その学生が進学、就職、結婚を迎える 20 代と 30 代で転出者数が転入者数を上回って

いる。主な転入元は、大分市以外の県内市町村であり、主な転出先は、大分市と県外（福岡県・東

京都など）となっている。 

アンケート調査5によると、転入・転出の理由について、通勤・通学場所が近いこと、親・子ども・

親戚・友人の家に近いことを挙げる人が多く、転入の可能性が考えられる理由としては、温泉に行

きやすくなることを挙げる人が多くなっている。 

産業別従業者の割合を全国の割合と比較すると、宿泊業・飲食サービス業、医療・福祉におい

て、全国水準を大きく上回っている。他方、製造業などは全国水準を下回っている。男女別に正規

の職員・従業員割合を見ると、男性は全国水準を下回っているが、女性は上回っている。 

経済活動別市内総生産（2011 年）は、サービス業が 37%を占める一方、農林水産業と製造業の

構成割合は高くない。 

本市の特徴である観光について、長期的に見ると宿泊客は減少しているが、日帰り客は増加し

ており、近年の観光客数は年間約 800万人となっている。 

経済産業省による生活利便性評価において、本市は上位に位置付けられ、生活利便性、働き

やすさ、教育・子育て、医療・福祉、災害、自然環境等に関する指標の多くで、全国平均値を上回っ

ている。 

 

２ 課題の整理 

社人研の推計によると、本市の総人口は 2040 年には 10 万人を下回るとされており、市内の産

業や雇用、そして、本市の財政への影響を考慮すると、市民の生活環境の悪化を防ぐために、人

口の減少に的確に対処しなければならない。 

自然増減について、出生数を増加させるためには、若い世代の人口の増加、有配偶率（有配偶

者割合）の向上及び既婚者における出生数の増加が必要となる。若い世代の転出抑制と転入促

進、雇用の質と量の確保が喫緊の課題である。 

                                                   
2 国立社会保障・人口問題研究所編集『日本の地域別将来推計人口―平成 22（2010）～52（2040）年―』（厚生労働統計協会・2014）

121頁。なお、河野稠果『人口学への招待 少子・高齢化はどこまで解明されたか』（中公新書・2007）216頁は、種々の社会統

計の中で人口推計の信頼性が高いことを指摘する。 

 
3 合計特殊出生率：人口再生産指標の一つであり、合計出生率とも呼ばれる。合計特殊出生率は、ある期間において測定された女

性の年齢別出生率を再生産年齢（15歳～49歳）にわたって合計したものと定義される。算出された値は、女性集団がその年齢の

間、死亡することなく、また当該年齢別出生率に従って子どもを産んだ場合に、最終的に産む1人当たり平均の子ども数として、

解釈することができる（人口学研究会編『現代人口辞典』（原書房・2010）52頁）。 

 
4 有配偶率：人口に占める有配偶者の割合。有配偶者割合とも呼ばれる（『現代人口辞典』290頁）。 
5 別府市総合計画後期基本計画策定に係る市民アンケート調査報告書(2015.2) 
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社会増減については、若い世代が市外に転出していることが主な原因である。市内に雇用を創

出することによって転出を抑制する必要がある。本市の充実した医療・福祉環境や生活環境など

の資源をいかし、市外からの転入を促進することも必要である。 

地域における産業の活性化及び雇用の質と量の維持向上のため、本市が世界に誇れる資源で

ある温泉資源を活用し、観光客の増加と滞在日数の長期化に取り組むことによって交流人口を増

加させ、地域経済への波及効果を拡大させなければならない。 

 

３ 人口の将来展望 

本市の総人口は、社人研の推計によると、2040 年には 10万人を下回ると推計されている。 

各種施策を着実に実行することにより、2040 年に 10 万 4千人、2060 年に 9万 2千人の人口を

確保することを目標とする。 
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 第３ 人口を取り巻く環境分析 

  

1 人口の現状分析 

(1) 総人口の推移 

総人口の推移のポイント 

 総人口は、1980 年の 13 万 6 千人をピークに、2010 年には 12 万 5 千人まで減少し

ている。 

 国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、今後も減少傾向は続き、2040年に

は、10 万人を下回ることが見込まれている。 

 近年の総人口の減少は、社会減よりも自然減の影響が大きい。 

 

ア 総人口の推移、将来推計 

「総人口は、1980 年をピークに減少しており、今後もこの傾向は続くことが見込まれる」 

 

本市の総人口の推移を見ると、1950 年から 1980 年までは増加しているが、1980 年以降減少

し、今後も減少することが見込まれている。男女別で見ても、ほぼ同様の傾向が見られる。 

 

 

出所： 国勢調査（1920年―2010 年）、社人研推計（2015年―2060 年） 

※総人口は年齢不詳人口を含む。 

1920年 1925年 1930年 1935年 1940年 1947年 1950年 1955年 1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

男 20,094 24,985 28,200 30,457 30,385 46,136 43,242 46,749 48,643 52,977 54,687 59,967 61,521 60,753 58,431 57,376 56,905 57,392 56,868 55,582 53,896 51,990 49,987 47,927 45,796 43,636 41,485 39,279 36,993

女 21,340 26,601 30,455 33,330 35,744 52,372 51,621 57,387 59,091 65,961 69,099 73,927 74,964 74,022 71,903 70,879 69,618 69,567 68,517 66,471 64,069 61,395 58,600 55,714 52,772 49,928 47,220 44,576 41,936

総人口 41,434 51,586 58,655 63,787 66,129 98,508 94,863 104,136 107,734 118,938 123,786 133,894 136,485 134,775 130,334 128,255 126,523 126,959 125,385 122,053 117,965 113,385 108,587 103,640 98,568 93,565 88,706 83,855 78,929
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イ 年齢３区分別人口の推移、将来推計 

「年少人口及び生産年齢人口が減少する中、老年人口は 2020年まで増加すると見込まれる」 

 

生産年齢人口（15歳～64歳）は、減少傾向が続いている。 

老年人口（65歳以上）は、2020 年まで急増した後、微減・横ばい傾向となることが見込まれて

いる。年少人口（15歳未満）は、減少を続けている。 

 

出所： 国勢調査（1980年―2010 年）、社人研推計（2015年―2060 年） 

 

 

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

年少人口 29,268 26,020 21,059 18,037 16,203 14,878 14,098 13,490 12,532 11,494 10,607 10,109 9,623 8,952 8,152 7,413 6,830

生産年齢人口 92,148 91,332 88,709 85,653 81,589 80,142 75,598 70,397 66,884 64,476 62,070 58,928 54,714 51,288 48,568 45,049 41,415

老年人口 15,030 17,420 20,441 24,547 28,566 31,746 34,465 38,166 38,549 37,415 35,911 34,604 34,231 33,324 31,986 31,393 30,684
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ウ 出生数、死亡数、転入者数、転出者数の推移 

「死亡数の増加に伴い自然減が拡大しており、転入者数、転出者数はともに減少傾向にあった

が、近年は増加している」 

 

本市では、近年、死亡数が出生数を上回って推移しており、高齢者数の増加に伴う死亡数が

増加しているため、その差が拡大している。 

なお、転入者数及び転出者数は、2011 年まで減少傾向にあったが、その後、増加している。 

 

出所： 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査（1995年―2015 年） 

 

 

 

 

1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

転入数（人） 6,217 5,853 6,047 6,445 5,604 5,679 5,524 5,054 5,581 5,334 5,144 5,165 5,104 5,139 4,874 4,651 4,386 4,537 4,999 5,606 5,440

転出数（人） 6,439 6,405 6,239 6,282 5,921 5,857 5,639 5,486 5,535 5,344 5,251 5,093 5,037 5,107 5,048 4,746 4,383 4,511 5,728 6,101 5,591

出生数（人） 1,159 1,070 1,068 1,047 1,013 1,024 1,017 1,025 970 984 932 968 938 933 952 945 962 905 894 925 876

死亡数（人） 1,154 1,173 1,237 1,216 1,231 1,186 1,214 1,199 1,316 1,246 1,370 1,331 1,359 1,436 1,432 1,374 1,461 1,509 1,565 1,513 1,498
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エ 人口増減の影響度分析 

「総人口の減少は、社会減よりも自然減の影響が大きい」 

 

総人口の推移に与える自然増減と社会増減の影響度を見ると、社会増減については、プラス

の年とマイナスの年があるが、自然増減については、減少幅が拡大しており、結果として、総人

口は減少している。 

 

出所： 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査（1995年―2015 年） 
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(2) 自然増減に関する分析 

自然増減のポイント 

 出生数は20歳代で減少し、35歳以上で増加していることから晩産化が進んでいる。 

 合計特殊出生率は、全国・県平均・近隣他市と比較して、低い。 

 有配偶率は、男性、女性ともに近隣他市よりも低く、年々低下している。 

 死亡数は、75歳以上が約 4分の 3を占め、80歳以上の死亡数は増加傾向にある。 

 

ア 女性の年齢別出生数の推移 

「20 歳～29歳の出生数が減少し、35歳以上の出生数が増加している」 

 

本市の女性の年齢別出生数の推移を見ると、35歳以上の層は増加傾向にあるが、20歳代の

層は減少傾向にある。 

 

出所： 人口動態調査（2000年―2013 年） 

 

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

15～19歳 17 12 13 16 13 17 13 17 16 13 12 18 11 12

20～24歳 182 161 165 158 130 145 123 107 119 107 108 136 88 104

25～29歳 381 389 354 375 306 354 284 304 308 293 280 263 252 268

30～34歳 344 337 341 297 328 321 340 318 301 353 344 298 297 301

35～39歳 93 101 111 118 114 130 166 161 136 164 172 170 191 176

40～44歳 18 13 9 18 10 14 20 25 31 27 28 38 37 39
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イ 女性 1,000 人当たり出生数（出生率）の推移 

「20～29 歳ではやや低下傾向にあり、35歳以上では上昇傾向にある」 

 

本市の女性 1,000 人当たりの出生数（出生率）の推移を見ると、35歳以上の層は上昇傾向に

なっているが、20 歳代の層ではやや低下傾向にある。 

 
出所： 人口動態調査（2001年―2013 年） 

 

ウ 女性人口の推移 

「女性人口は、団塊ジュニアの世代をピークに減少傾向にある」 

 

本市の女性人口の推移を見ると、団塊ジュニアの世代（1973 年前後の生まれ）をピークに減

少傾向にある。なお、15歳～24歳人口の2013年の大幅な増加は、住民基本台帳法の改正によ

る外国人の影響と考えられる。 

 
出所： 住民基本台帳（各年 3月 31日現在）（2001 年―2013 年） 

2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

15～19歳 3.7 4.0 5.2 4.2 5.8 4.6 6.0 5.7 4.8 4.5 6.8 4.3 4.2

20～24歳 42.1 45.3 43.3 37.4 42.8 36.8 32.4 37.4 34.1 34.8 45.1 30.4 27.9

25～29歳 90.8 85.1 92.8 76.7 92.5 78.3 87.5 91.5 90.1 88.1 84.6 82.0 85.3

30～34歳 88.1 85.3 73.9 82.4 80.8 83.1 78.8 76.6 92.5 93.8 85.3 89.0 90.0

35～39歳 28.2 31.5 33.1 30.6 35.1 45.0 40.9 34.2 41.7 43.7 42.6 48.1 44.7

40～44歳 3.5 2.5 5.0 2.8 4.0 5.7 7.1 8.7 7.2 7.5 10.1 9.4 9.8
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2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

15～19歳 3,271 3,238 3,104 3,065 2,951 2,857 2,816 2,796 2,692 2,643 2,658 2,575 2,829

20～24歳 3,822 3,642 3,650 3,476 3,389 3,340 3,301 3,184 3,134 3,099 3,013 2,892 3,722

25～29歳 4,282 4,158 4,040 3,988 3,826 3,629 3,474 3,367 3,253 3,178 3,109 3,074 3,141

30～34歳 3,824 3,999 4,018 3,981 3,974 4,093 4,034 3,927 3,818 3,668 3,493 3,337 3,346

35～39歳 3,578 3,522 3,568 3,731 3,708 3,686 3,933 3,981 3,934 3,940 3,993 3,968 3,934

40～44歳 3,713 3,616 3,574 3,546 3,541 3,531 3,528 3,577 3,728 3,756 3,772 3,935 3,976

45～49歳 4,221 3,991 3,833 3,752 3,743 3,707 3,583 3,539 3,524 3,552 3,551 3,555 3,666
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エ 合計特殊出生率、女性の年齢別出生率及び推移の比較 

「合計特殊出生率は、全国、大分県及び近隣他市と比べて低い」 

 

本市の合計特殊出生率は、全国、大分県及び近隣他市と比べて低い。特に、25歳～34歳の

層の出生率が低い。なお、20 歳代の有配偶率が高い方が、合計特殊出生率が高くなる傾向に

ある。 

 

出所： 人口動態調査特殊報告（2008 年―2012年） 

 

出所： 人口動態調査特殊報告（1983 年―2012年） 

別府市 大分市 中津市 由布市 大分県 全国

15～19歳 4.6 4.8 8.3 4.8 5.0 4.8

20～24歳 31.4 43.7 80.5 41.5 49.6 36.0

25～29歳 90.4 96.7 118.7 111.9 102.7 87.0

30～34歳 90.3 100.8 103.9 103.9 100.0 95.1

35～39歳 42.7 45.4 45.3 47.0 45.0 45.2

40～44歳 8.6 8.5 7.4 8.1 8.0 8.1

45～49歳 0.2 0.2 0.1 0.1 0.2 0.2

合計特殊出生率 1.34 1.50 1.82 1.59 1.55 1.38
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1983-1987

年
1988-1992年 1993-1997年 1998-2002年 2003-2007年 2008-2012年

別府市 1.47 1.40 1.35 1.27 1.25 1.34

大分市 1.72 1.56 1.52 1.47 1.38 1.50

中津市 1.92 1.72 1.73 1.68 1.63 1.82

大分県 1.77 1.63 1.58 1.49 1.44 1.55
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オ 男女の有配偶率の比較 

「男女とも、全国や大分県、近隣他市と比較して、有配偶率が低い」 

 

有配偶率を男女別に他市等と比較すると、本市は、男女とも低い。 

特に、女性は全国や大分県との差が男性よりも大きい。 

 

出所： 国勢調査（2010年） 

 

 

出所： 国勢調査（2010年） 

別府市 大分市 中津市 由布市 大分県 全国

15～19歳 0.5% 0.6% 1.0% 0.8% 0.6% 0.6%

20～24歳 7.1% 11.3% 20.1% 9.8% 11.8% 9.3%

25～29歳 33.9% 37.4% 43.7% 40.1% 38.7% 36.2%

30～34歳 54.2% 60.2% 62.3% 60.5% 59.7% 59.7%

35～39歳 60.1% 69.1% 68.9% 68.7% 67.9% 68.6%

40～44歳 60.9% 71.1% 72.9% 75.0% 70.4% 72.0%

45～49歳 65.5% 73.9% 76.0% 76.5% 74.4% 75.2%
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別府市 大分市 中津市 由布市 大分県 全国

15～19歳 0.4% 0.4% 0.5% 0.5% 0.3% 0.3%

20～24歳 5.4% 7.0% 11.3% 6.8% 7.5% 5.5%

25～29歳 29.4% 30.6% 34.1% 31.5% 30.7% 26.2%

30～34歳 48.0% 53.0% 52.1% 52.0% 51.7% 49.0%

35～39歳 59.1% 64.4% 60.8% 63.3% 62.3% 59.4%

40～44歳 62.5% 68.9% 66.7% 67.1% 66.6% 64.9%

45～49歳 66.9% 73.9% 72.8% 73.0% 71.4% 69.9%
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カ 男女の年齢別有配偶率の推移 

「女性の 25歳以上、男性の 30歳以上で有配偶率が大きく低下している」 

 

有配偶率の推移を男女別に見ると、女性は、25歳～34歳の層で大きく低下している。 

男性は、特に 30歳以上で低下が続いている。 

 

出所： 国勢調査（1985年―2010 年） 

 

 

出所： 国勢調査（1985年―2010 年） 

1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年

15～19歳 0.8% 0.6% 0.7% 1.0% 0.7% 0.5%

20～24歳 14.1% 12.2% 11.2% 10.8% 8.5% 7.1%

25～29歳 60.1% 50.4% 43.8% 37.1% 35.2% 33.9%

30～34歳 76.2% 74.6% 67.5% 60.5% 55.1% 54.2%

35～39歳 77.6% 77.2% 75.8% 69.5% 62.3% 60.1%

40～44歳 76.3% 76.0% 75.2% 73.8% 67.3% 60.9%

45～49歳 76.5% 73.9% 73.6% 72.6% 69.6% 65.5%
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15～19歳 0.3% 0.4% 0.5% 0.4% 0.4% 0.4%

20～24歳 9.0% 8.3% 7.9% 8.0% 6.0% 5.4%

25～29歳 43.1% 39.9% 36.5% 31.0% 29.3% 29.4%

30～34歳 72.7% 67.4% 62.7% 56.3% 52.8% 48.0%

35～39歳 83.7% 77.5% 74.2% 68.6% 60.8% 59.1%

40～44歳 88.0% 84.1% 78.7% 75.4% 68.9% 62.5%

45～49歳 89.3% 87.2% 82.3% 76.8% 73.1% 66.9%
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キ 死亡数の年齢別割合及び推移 

「死亡数は、高齢者人口の増加に伴い、特に 80歳以上で増加している」 

 

年齢別に死亡数の割合を見ると、75歳以上が全体の約 4分の 3 を占めている。 

近年の推移を見ると、高齢者人口の増加に伴い、特に、80歳以上で増加している。 

 

出所： 人口動態調査（2013年） 

 

 

出所： 人口動態調査（2000年―2013 年） 
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(3) 社会増減に関する分析 

社会増減のポイント 

 転入者数と転出者数は、いずれも減少傾向にある。 

 大学や短期大学への入学を迎える 15 歳～19 歳で転入者数が転出者数を上回って

いるが、就職、結婚を迎える 20 代・30 代で転出者数が転入者数を上回っている。 

 主な転入元は、大分市以外の県内市町村であり、主な転出先は、大分市と県外（福

岡県・東京都など）となっている。 

 

ア 男女別年齢階級別人口移動の状況の長期的動向 

「2000年以降、10歳～19歳が15歳～24歳になる際に大幅な転入増となっているが、20歳～24

歳が 25歳～29歳になる際に大幅な転出増となっている」 

 

本市の男女別年齢階級別人口移動の状況を見ると、2000年 4月の立命館アジア太平洋大学

の開学以降、男性では、10 歳～19歳が 15歳～24歳になる際に転入超過が多くなっている。ま

た、20歳～24歳が 25歳～29歳になる際に、特に転出超過が多い。 

女性では、10歳～14歳が15歳～19歳になる際に、以前から転入超過であったが、2000年以

降、その規模が大きくなっている。 

男女とも大学や短期大学の入学時に転入し、卒業時に転出する人数が多いことがうかがえ

る。 

 

出所： 国勢調査（1980年―2010 年） 
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△ 7 △ 11 △ 332 △ 936 18 △ 22 19 △ 68 △ 45 64 56 149 70 36 △ 3 △ 8 5 △ 4

1995年

→2000年
△ 59 6 156 △ 158 △ 118 △ 64 85 △ 51 △ 40 △ 38 5 119 25 △ 16 26 △ 15 △ 12 8

2000年

→2005年
△ 114 7 443 693 △ 310 △ 4 △ 37 △ 84 △ 4 △ 22 108 164 113 15 55 6 18 43

2005年

→2010年
△ 6 27 451 543 △ 1,183 △ 125 56 96 103 70 142 208 74 △ 3 △ 9 △ 28 △ 22 14
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△ 500
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2000年→2005年
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出所： 国勢調査（1980年―2010 年） 

 

イ 5 歳階級別社会増減の状況 

「15 歳～19歳は転入超過で推移し、20歳～29歳は 2007 年を除き転出超過で推移している」 

 

近年の男女別 5歳階級別社会移動の状況を見ると、15 歳～19歳は転入超過となっている。 

他方、特に 20歳～24歳では転出超過が顕著となっている。 

 

出所： 大分県の人口推計年報（2001 年―2014年） 

0～4歳

→5～9歳

5～9歳

→10～14歳

10～14歳

→15～19歳

15～19歳

→20～24歳

20～24歳

→25～29歳

25～29歳

→30～34歳

30～34歳

→35～39歳

35～39歳

→40～44歳

40～44歳

→45～49歳

45～49歳

→50～54歳

50～54歳

→55～59歳

55～59歳

→60～64歳

60～64歳

→65～69歳

65～69歳

→70～74歳

70～74歳

→75～79歳

75～79歳

→80～84歳

80～84歳

→85～89歳

85歳～

→90歳～

1980年

→1985年
△ 79 △ 90 438 △ 603 △ 841 △ 370 △ 193 △ 101 △ 73 △ 40 △ 4 19 △ 44 10 34 20 54 △ 8

1985年

→1990年
△ 116 △ 91 197 △ 548 △ 811 △ 345 △ 171 △ 102 △ 43 △ 74 △ 10 47 △ 64 △ 100 △ 70 △ 38 △ 20 34

1990年

→1995年
△ 15 7 301 △ 350 △ 565 △ 293 △ 34 △ 4 23 △ 30 47 △ 17 △ 9 26 △ 34 △ 7 △ 36 31

1995年

→2000年
△ 75 19 495 △ 164 △ 501 △ 249 △ 51 15 △ 54 △ 21 39 40 △ 27 △ 59 △ 58 △ 57 △ 80 75

2000年

→2005年
△ 48 △ 20 831 979 △ 405 △ 198 △ 106 3 △ 13 △ 0 19 18 △ 35 4 △ 69 △ 136 △ 37 43

2005年

→2010年
△ 16 33 921 864 △ 1,448 △ 169 △ 82 46 3 50 64 70 63 26 △ 107 △ 82 △ 119 12
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ウ 移動先別人口移動の状況 

「県内では大分市や日出町、県外では福岡県への転出者数が多い」 

 

本市の移動先別転入者数、転出者数の状況を見ると、大分市への転出超過が多くなってい

る。 

 

 

 

 

出所： 住民基本台帳人口移動報告（2014年） 

 

年齢別純移動者（転入－転出）数の状況
純移動者数 単位：人

2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年
0～ 4歳 △ 72 △ 61 △ 35 △ 18 △ 21 △ 24 △ 8 △ 34 1 △ 40 △ 12 △ 15 △ 74 △ 113
5～ 9歳 △ 13 △ 1 △ 45 0 9 △ 5 23 10 9 △ 16 40 7 △ 49 △ 24
10～14歳 △ 10 6 △ 42 3 3 13 10 △ 7 13 △ 9 4 26 △ 51 △ 22
15～19歳 425 494 495 390 397 568 1,078 697 502 546 521 460 626 705
20～24歳 △ 20 10 53 △ 100 △ 228 △ 334 31 △ 387 △ 408 △ 325 △ 628 △ 682 △ 579 △ 461
25～29歳 19 △ 133 △ 28 △ 10 △ 143 △ 137 △ 137 △ 171 △ 257 △ 127 △ 269 △ 266 △ 286 △ 237
30～34歳 △ 62 25 19 △ 41 7 △ 25 △ 20 △ 70 △ 18 △ 108 △ 25 △ 88 △ 56 △ 123
35～39歳 15 △ 16 △ 67 △ 25 △ 13 9 63 △ 14 △ 15 △ 101 △ 43 31 △ 68 △ 48
40～44歳 △ 6 24 △ 12 △ 1 △ 25 30 44 47 15 14 18 1 △ 34 △ 11
45～49歳 △ 15 △ 13 △ 7 △ 8 △ 36 22 △ 8 35 1 15 16 26 4 △ 50
50～54歳 21 6 24 29 23 37 35 24 △ 7 23 12 21 5 0
55～59歳 35 0 71 0 34 20 50 28 18 7 27 20 28 11
60～64歳 19 10 64 20 6 60 7 9 45 68 43 60 30 42
65～69歳 △ 26 △ 48 △ 24 △ 47 △ 1 △ 12 2 △ 13 16 △ 79 23 △ 42 △ 15 37
合計 310 303 466 192 12 222 1,170 154 △ 85 △ 132 △ 273 △ 441 △ 519 △ 294
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(4) 将来人口の推計と分析 

将来人口の推計と分析のポイント 

 社人研と日本創成会議いずれの推計においても、2040 年には 10 万人を下回ること

が推計されている。 

 老年人口は 2020 年まで増加した後、減少段階へ移行すると見込まれる。 

 人口の減少は、本市の就業者の割合が高い、卸売業・小売業・医療・福祉・飲食宿

泊業等のサービス業において、需要の減少をもたらす可能性が高い。人口構造の

高齢化に伴い、市民税収入の減少も見込まれる。 

 

ア 将来人口の推計と分析 

「2040 年には 10万人を下回ることが推計されている」 

 

社人研推計準拠（パターン1）、日本創成会議推計準拠（パターン2）6のいずれのパターンにお

いても、2040 年には 10万人を下回る推計（2010 年比 20%以上減）がなされている。 

パターン1とパターン2の違いは、人口移動が縮小するか否かにあり、パターン1は人口移動

が将来的に 2分の 1に縮小すると仮定しており、パターン 2は縮小しないと仮定している。 

本市においては、パターン 1 とパターン 2の差は少ないが、これは推計のベースとなる 2005

年から 2010 年にかけての人口の純移動数（転入者数－転出者数）が少ないことによるものであ

る。 

 
出所： 社人研及び日本創成会議の推計を基に作成 

                                                   
6 増田寛也編著『地方消滅 東京一極集中が招く人口急減』（中公新書・2014）240頁 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

パターン１ 125,385 122,053 117,965 113,385 108,587 103,640 98,568 93,565 88,706 83,855 78,929

パターン２ 125,385 122,053 117,628 112,699 107,543 102,151 96,459

98,568 

78,929 
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96,459 
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パターン１：国立社会保障・人口問題研究所推計準拠

パターン２：日本創成会議推計準拠

パターン２

パターン１（社人研推計準拠）とパターン２（日本創成会議推計準拠）の総人口推計の比較 
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パターン名 パターン 1：社人研推計準拠 パターン 2：日本創成会議推計準拠 

推計の概要 

主に 2005 年から 2010 年までの人口の動向を勘

案し将来人口を推計 

移動率は今後全域的に縮小すると仮定 

社人研推計をベースに、移動に関して異なる仮定

を設定し推計 

 
出生に関

する仮定 

原則として、2010 年の全国の子ども女性比と各市町村の子ども女性比との比をとり、その比が 2015 年

以降 2040 年まで一定として市町村ごとに仮定 

 
死亡に関

する仮定 

原則として、55～59 歳（2005 年時点）→60～64 歳（2010 年時点）以下では、全国と都道府県の生残率

の比から算出される生残率を都道府県内市町村に対して一律に適用 

60～64 歳（2005 年時点）→65～69 歳（2010 年時点）以上では、上述に加えて、都道府県と市町村の

2000 年→2005年の生残率の比から算出される生残率を市町村別に適用 

 
移動に関

する仮定 

原則として、2005年～2010年の国勢調査に基づ

いて算出された純移動率が、2015年～2020年ま

でに定率で 0.5 倍に縮小し、その後はその値を

2035 年～2040年まで一定と仮定 

全国の移動総数が、社人研の推計値から縮小せ

ずに、2035 年～2040 年まで概ね同水準で推移す

ると仮定 

基準年 2010 年 

推計年 2015 年、2020年、2025 年、2030 年、2035年、2040 年 

出所： 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局作成資料を基に作成 

 

イ 人口の減少段階の分析 

「2020 年以降、老年人口も減少段階に入ることが見込まれる」 

 

人口の減少段階は、「第 1段階：老年人口の増加」、「第 2段階：老年人口の維持・微減」、「第

3段階：老年人口の減少」の 3つの段階を経て進行するとされている。 

本市の人口減少段階は、現在の「第 1・2段階」から、2020 年頃には「第 3段階」に入ると推測

される。 

 
出所： 社人研の推計を基に作成 

 

 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

総人口 100 97 94 90 87 83 79 75 71 67 63

年少人口 100 96 89 81 75 72 68 63 58 53 48

生産年齢人口 100 92 88 84 81 77 72 67 64 59 54

老年人口 100 110 111 107 103 99 98 96 92 90 88

79 

63 68 

48 

72 

54 

100 98 

88 

0

20

40

60

80

100

120

図29 人口の減少段階（本市）
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老年人口減少

年少・生産年齢人口減少

人口の減少段階の分析 
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ウ 将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度分析 

「合計特殊出生率の向上や転出の抑制により 2040 年に 10万人を維持することは可能である」 

 

本市では、シミュレーション 1がシミュレーション 2 を上回っており、これは推計のベースとなる

直近の社会増減がプラスであるためと考えられる。 

他方、シミュレーション 1 とパターン 1 を比較すると、合計特殊出生率が 2.1 まで上昇したこと

により、2040年時点で総人口が約12,000人増加しており、現在の合計特殊出生率との差がその

原因であると考えられる。 

 

出所： 社人研及び日本創成会議の推計を基に作成 

 
シミュレーション名 シミュレーション 1 シミュレーション 2 

シミュレーションの概要 
仮に、パターン 1 において、合計特殊出生
率が2030年までに人口置換水準（2.1）まで
上昇すると仮定 

仮に、パターン 1 において、合計特殊出生
率が2030年までに人口置換水準（2.1）まで
上昇し、かつ移動（純移動率）がゼロ（均
衡）で推移すると仮定 

 出生に関する仮定 2030 年までに合計特殊出生率が人口置換水準（2.1）まで上昇すると仮定 

 死亡に関する仮定 パターン１と同じ 

 移動に関する仮定 パターン１と同じ 
2030 年までに人口の移動（純移動率）がゼ
ロ（均衡）で推移すると仮定 

基準年 2010 年 

推計年 2015 年、2020年、2025 年、2030 年、2035年、2040 年 

※、「シミュレーション１」と「シミュレーション２」の比較で、人口移動が与える影響度を見ることができ、「パターン１」と「シミュレーション１」の

比較で、出生率上昇の与える影響度を見ることができる。 

出所： 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局作成資料を基に作成 

 

 

 

 

 

 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

パターン１ 125,385 122,053 117,965 113,385 108,587 103,640 98,568 93,565 88,706 83,855 78,929

パターン２ 125,385 122,053 117,628 112,699 107,543 102,151 96,459

シミュレーション１ 125,385 122,441 119,285 116,536 114,457 112,418 110,496 108,990 107,849 106,840 106,121

シミュレーション２ 125,385 122,468 119,052 115,885 113,256 110,424 107,116 103,963 101,252 98,778 96,496

98,568 

78,929 

125,385 

96,459 

110,496 

106,121 

107,116 

96,496 

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000総人口

（推計）

（人）

パターン１

パターン１：国立社会保障・人口問題研究所推計準拠

パターン２：日本創成会議推計準拠

シミュレーション１：パターン１において、合計特殊出生率が平成42

（2030）年までに人口置換水準（2.1）まで上昇すると仮定

シミュレーション２：パターン１において、合計特殊出生率が平成42

（2030）年までに人口置換水準（2.1）まで上昇し、かつ移動（純移

動率）がゼロ（均衡）で推移すると仮定

パターン２

シミュレーション１

シミュレーション２

総人口推計結果の比較（合計特殊出生率増、転出抑制シナリオ） 
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エ 老年人口比率の変化 

「合計特殊出生率の上昇や転出抑制により、老年人口比率は抑制可能である」 

 

パターン1とシミュレーション1・2について、2040年時点の仮定を2060年まで延長して推計す

ると、老年人口比率は、パターン 1 では 2060年に 38.9%まで上昇する見込みである。 

他方、シミュレーション 1においては、2030 年まで出生率が上昇する仮定によって、人口構造

の高齢化抑制の効果が次第に現れ始め、2060 年には 28.9%となる見通しである。 

シミュレーション2においては、シミュレーション1と同様の設定に加えて、社会移動をゼロとす

ることで、2060年には33.5%となる見通しである。シミュレーション2において、2055年から比率が

大きく上昇しているのは、2010 年時点での 20歳～24歳の層が転出しない仮定のため、2055 年

にその層が 65歳以上となることによるものである。 

 

出所： 社人研及び日本創成会議の推計を基に作成 

 

自然増減、社会増減の影響度 単位：人
影響度

112.1%
110,496
98,568

96.9%
107,116
110,496

100％未満 １ 100％未満 １
100～105％ ２ 100～110％ ２
105～110％ ３ 110～120％ ３
110～115％ ４ 120～130％ ４
115％以上 ５ 130％以上 ５

分類・計算方法

自然増減の影響度（Ａ／Ｂ） 社会増減の影響度（Ｃ／Ａ）

４シミュレーション１の2040年推計人口（Ａ）

パターン１の2040年推計人口（Ｂ）

１シミュレーション２の2040年推計人口（Ｃ）

シミュレーション１の2040年推計人口（Ａ）

自然増減の
影響度
（Ａ／Ｂ）
社会増減の
影響度
（Ｃ／Ａ）

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

パターン１ 27.8% 31.3% 32.7% 33.0% 33.1% 33.4% 34.7% 35.6% 36.1% 37.4% 38.9%

シミュレーション１ 27.8% 31.2% 32.3% 32.1% 31.4% 30.8% 31.0% 30.6% 29.7% 29.4% 28.9%

シミュレーション２ 27.8% 31.4% 32.6% 32.5% 31.9% 31.5% 31.8% 31.8% 31.5% 33.4% 33.5%
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パターン１

パターン１：国立社会保障・人口問題研究所推計準拠

シミュレーション１：パターン１において、合計特殊出生率が平成42

（2030）年までに人口置換水準（2.1）まで上昇すると仮定

シミュレーション２：パターン１において、合計特殊出生率が平成42

（2030）年までに人口置換水準（2.1）まで上昇し、かつ移動（純移

動率）がゼロ（均衡）で推移すると仮定

シミュレーション２

シミュレーション１
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オ 本市独自推計 

「合計特殊出生率が現状の 1.347、社会増減が社人研準拠推計と同様と仮定した場合、2040 年

時点で 10万人を維持する見込みであり、さらに、施策効果により、合計特殊出生率は現在の大分

県の水準である 1.55、社会移動では年間約 100人の社会増を 2040年に達成すると仮定し推計を

行った」 

 

本市の独自推計に当たっては、次の場合を仮定して推計した。 

独自推計①は、2040年時点で総人口 10万人を維持するため、合計特殊出生率については、若 

い世代が減少する中、現状の 1.34 を維持すると仮定し、社会移動については、社人研の推計に準

拠している。 

独自推計②は、合計特殊出生率は独自推計①と同様 1.34 を維持すると仮定し、社会移動につ 

いては、大分県の人口ビジョンにおいて年間1,000人の社会増を見込んでおり、人口比を勘案する

と、本市は年間 100人増となるため、本市総合戦略の着実な実施による施策効果を見込み、年間

約 100人増を 2040年に達成し、その後もその水準を維持すると仮定して推計した。 

独自推計③は、合計特殊出生率についても、本市総合戦略の着実な実施による施策効果を見

込み、現在の大分県水準である1.55を 2040年に達成すると仮定している。社会移動については、

独自推計②と同様に仮定し、推計している。 

その結果、次のグラフのとおり、独自推計①、②及び③ともに、2040 年時点で 10万人を維持で

きる見込みとなる。2060 年時点において、社人研推計準拠よりも、独自推計①で 5,509 人、独自推

計②で 8,774 人、独自推計③で 13,546 人の減少抑制となる見込みとなる。 

出所： 社人研の推計を基に作成 

 

                                                   
7 比較的的中度が高い人口推計の中でも、最も難しいのが出生率の予測だとされる。出生率の動向は、経済活動や社会変動に対し

て複雑に反応し、ある場合は低下し、ある場合は反転上昇するという様々な方向性があるといわれる（河野稠果『人口学への招

待』216頁）。 

 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

社人研推計準拠 125,385 122,053 117,965 113,385 108,587 103,640 98,568 93,565 88,706 83,855 78,929

独自推計① 125,385 122,441 118,780 114,668 110,403 106,085 101,603 97,190 92,932 88,708 84,438

独自推計② 125,385 122,441 118,892 114,998 111,017 107,086 103,091 99,147 95,341 91,551 87,703

独自推計③ 125,385 122,441 119,018 115,361 111,728 108,282 104,944 101,662 98,552 95,516 92,475
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移動率：縮小傾向

独自推計①

出生率：現状（1.34）維持

移動率：社人研準拠

独自推計②

出生率：現状（1.34）維持

移動率：社人研準拠

＋施策効果による社会増

（年間約100人増を2040年

に達成）

独自推計③

出生率：2040年に1.55達成

移動率：独自推計②と同様
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カ 将来の産業や雇用に与える影響の分析と考察 

「従業者数を産業別に見ると、本市は人口に左右される産業（卸売業・小売業・医療・福祉等）に

従事している者が多いことから、人口減少による需要の減少が、雇用や生活環境、出生数等に影

響を与える可能性がある」 

 

本市の産業別従業者数を見ると、男女合わせて約 9,700 人が卸売業・小売業に従事しており、

そのうち約 7,700 人が市内で就業している。人口が減少すると、家計における総消費額も減少し、

小売店等が減少する可能性がある。そのことは、本市において大きな雇用の受け皿となってい

る産業における雇用の維持を難しくするとともに、生活環境の悪化を招く可能性がある。 

医療・福祉に関しても、男女合わせて約 9,200人が従事している。特に、女性が約7,000人、う

ち市内で約 6,200 人従事していることから、老年人口が減少段階に入り、医療福祉の需要が減

少すると、本市における、特に女性の雇用の受け皿が減少するとともに、女性人口の減少に伴

い、出生数も減少する可能性がある。 

 

キ 将来の市の財政に与える影響の分析と考察 

「今後、人口減少に伴い税収の減少が見込まれる」 

 

本市の歳入において、人口減少の影響を最も受けるのは、個人市民税である。 

社人研の推計のとおり、人口が減少する場合、個人市民税（均等割及び所得割）は2013年か

ら 2060 年までに約 18億円減少することが見込まれる。 

 

出所： 2007 年―2013年：決算カード（決算状況） 

2015 年以降：2014 年分の課税データを基に、1 人当たりの課税額を算定し、社人研推計（2015 年―2060 年）

の人口推計結果の各年齢階級別人口を乗じて推計した。なお、税額控除等は考慮していないため、税収とは

異なる。 
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2 雇用・観光・生活環境等の現状分析 

(1) 雇用・就労・産業に関する分析 

雇用・就労・産業のポイント 

 全国と比べて、宿泊業・飲食サービス業、医療・福祉の就業人口割合が高い。若い

世代（20代・30代）は、卸売業・小売業、宿泊業・飲食サービス業、医療・福祉に就業

する割合が高く、特に女性は医療・福祉の割合が高い。 

 男性の正規の職員割合は、大分市・大分県・全国水準を下回るが、女性は上回る。 

 経済活動別市内総生産（2011 年）は、サービス業が 37%を占め、農林水産業、製造

業の構成割合は少ない。 

 

ア 男女別産業別従業者数 

「卸売業・小売業と医療・福祉において従業者数が多く、次いで宿泊業・飲食サービス業が多い」 

 

本市における産業別従業者数は、総数では、卸売業・小売業、医療・福祉が共に 9,000 人以

上であり、次いで、宿泊業・飲食サービス業が約 6,300 人と多くなっている。 

男性では、卸売業・小売業が最も多いが、建設業、製造業、宿泊業・飲食サービス業、医療・

福祉などは、ほぼ同規模となっている。 

女性では、医療・福祉、卸売業・小売業、宿泊業・飲食サービス業の 3種で全体の 6割程度と

なっている。 

 

出所： 国勢調査（2010年） 
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出所： 国勢調査（2010年） 

 

出所： 国勢調査（2010年） 
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イ 男女別産業別従業者数の国との比較 

「全国に比べ宿泊業・飲食サービス業、医療・福祉の従業者割合は高く、製造業等は低い」 

 

本市における産業別従業者の割合を全国の割合と比較すると、宿泊業・飲食サービス業、医

療・福祉において、全国水準を大きく上回っている。他方、製造業などは全国水準を下回ってい

る。 

 

※特化係数は、本市の従業者割合を全国の従業者割合で割ったものであり、全国の割合と同じ場合、1 となる。 

出所： 国勢調査（2010年） 

 

ウ 男女別年齢別産業別従業者数 

「39 歳以下では、医療・福祉、卸売業・小売業、宿泊業・飲食サービス業で従業者が多い」 

 

主な産業における年齢別の従業者数を見ると、39歳以下の男性では、卸売業・小売業、宿泊

業・飲食サービス業の従業者が多く、39歳以下の女性では、医療・福祉、卸売業・小売業、宿泊

業・飲食サービス業の従業者が多くなっている。 

割合では、医療・福祉、宿泊業、飲食サービス業・製造業において、39 歳以下の従業者割合

が高く、農業は、男女とも１割程度と低くなっている。 
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出所： 国勢調査（2010年） 

 

 

出所： 国勢調査（2010年） 
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エ 従業上の地位別就業者割合 

「正規職員の割合は、女性は全国水準より高く、男性は低い」 

 

本市における男性の正規職員の割合は、全国水準を2.4ポイント、大分県水準を3.4ポイント、

大分市水準を 8.6 ポイント下回っている。 

女性の正規職員の割合は、全国水準を 4.5 ポイント、大分県水準を 1.2 ポイント、大分市水準

を 0.8 ポイント上回っている。これは、比較的正規職員割合の高い医療・福祉に従事する女性が

多いことが原因と考えられる。 

 
出所： 国勢調査（2010年） 

 
出所： 国勢調査（2010年） 
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正規の職員・従業員 59.2% 67.8% 62.6% 61.6%

派遣社員 1.7% 1.5% 1.7% 1.9%

パート・アルバイト等 13.1% 9.8% 9.5% 11.4%

役員 7.9% 7.1% 6.8% 7.1%

雇人のある業主 3.8% 2.7% 3.5% 3.2%

雇人のない業主 10.0% 7.0% 12.1% 9.3%

家族従業者 1.2% 0.6% 1.6% 1.4%

家庭内職者 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

従業上の地位別就業者割合（男性）（2010年）

正規の職員・従業員
41.5%

正規の職員・従業員
40.7%

正規の職員・従業員
40.3%
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別府市 大分市 大分県 全国

正規の職員・従業員 41.5% 40.7% 40.3% 37.0%

派遣社員 2.1% 3.0% 2.2% 3.5%

パート・アルバイト等 39.1% 42.5% 39.0% 40.9%

役員 3.4% 2.9% 2.8% 2.9%

雇人のある業主 1.4% 0.9% 1.1% 0.9%

雇人のない業主 4.1% 2.9% 3.8% 3.7%

家族従業者 5.5% 4.2% 8.8% 7.2%

家庭内職者 0.3% 0.2% 0.2% 0.4%

従業上の地位別就業者割合（女性）（2010年）
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オ 主な経済活動別市内総生産の推移 

「市内総生産は、サービス業が最も多く全体の 4割弱（2011 年）を占めている」 

 

経済活動別市内総生産を見ると、サービス業が最も多く、2011 年は 37%を占めている。 

 

出所： 大分の市町村民経済計算（2011 年） 

 

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

農林水産業 13 13 12 11 10 10 9 10 9 9 10 10

製造業 80 65 59 57 64 62 60 70 51 49 37 44

建設業 273 215 196 184 162 162 233 155 147 154 164 196

電気・ガス・水道業 106 101 100 102 96 100 94 83 79 85 67 60

卸売・小売業 393 406 395 380 371 376 316 316 324 326 328 358

金融・保険業 188 208 195 195 150 165 155 152 146 130 96 99

不動産業 492 513 517 518 510 551 531 560 579 534 533 526

運輸・通信業 206 213 232 234 240 227 223 223 211 203 224 217

サ－ビス業 1,396 1,387 1,370 1,382 1,266 1,278 1,297 1,387 1,378 1,334 1,201 1,250

政府サ－ビス 501 494 494 500 518 513 526 626 521 503 488 441
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（億円） 主な経済活動別市民総生産の推移（2000年～2011年）

農林水産業 製造業 建設業 電気・ガス・水道業

卸売・小売業 金融・保険業 不動産業 運輸・通信業

サ－ビス業 政府サ－ビス
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(2) 観光に関する分析 

観光のポイント 

 観光客数は年間 800 万人前後で推移している。そのうち約 7割が日帰り客である。 

 口コミデータの解析によると、本市の温泉は他と比べ、幅広い層に受け入れられ、

「泉質・効能」、「歴史」、「砂湯」で知られている。 

 

ア 観光客数の推移 

「観光客数は 800万人前後で推移しており、近年増加傾向にある」 

 

近年の本市における観光客数は、2011 年の東日本大震災の影響に伴う減少を除くと、800万

人前後であり、増加傾向で推移している。 

そのうち日帰り客が約 7割を占めている。 

 

出所： 別府市観光動態要覧 

 

2010年 2011年 2012年 2013年

日帰客数 5,609,220 5,637,597 5,709,678 5,888,591

宿泊客数 2,323,631 2,243,644 2,326,535 2,356,276

観光客数 7,932,851 7,881,241 8,036,213 8,244,867
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観光客数（日帰り、宿泊）の推移（2010年～2013年）

観光客数合計

日帰り客数

宿泊客数
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イ 観光に関する口コミデータ分析 

「本市の温泉は他と比べ、幅広い層に受け入れられ、『泉質・効能』、『歴史』、『砂湯』で知られて

いる」 

 

本市の温泉の特徴を析出するために、旅行サイトの口コミデータ・816,073 件（2010 年から

2014 年までの旅行者に限定）を用いて分析した。 

本市の温泉は、他地域と比較して、20代から40代までの幅広い層に受け入れられているとい

う特徴がある。「泉質・効能」、「歴史」、「砂湯」に関する口コミが多い。他方で、一般的に高評価

の要因となる「自然を楽しみながら疲れを癒す」という口コミは少ない。 

 

＜口コミデータ分析の概要＞ 

 分析の目的 
1 温泉施設におけるニーズや観光客の価値観を把握する。 
2 別府市と他の温泉地とで、観光客層及び観光客の価値観を把握し、比較する。 

 方法 
 1 の方法 
① 温泉施設で観光客が発するトピックを把握する。 

⇒全国の温泉施設に対する口コミのトピック（観光客の評価観点）を統計的に抽出する。 
② トピック毎の観光客・旅行時期の特徴を把握する。 

⇒抽出したトピック毎に観光客、旅行時期の特徴を分析する。 
③ 観光客・旅行時期毎に特徴的なトピックを把握する。 

⇒観光客毎、旅行時期毎にトピックの特徴を分析する。 
④ 温泉施設への満足度をシミュレーションする。 

⇒各トピックが高評価（４．５以上の評価）に与える影響を定量的にシミュレーションする。 
⑤ 温泉施設への満足度を最大化する要因を把握する。 

⇒最も高評価（４．５以上の評価）につながるトピックを特定する。 
 2 の方法 
① 別府市に来訪している観光客層を把握する。 

⇒別府市の口コミを投稿した人の属性(性別・年代・同行者・旅行時期・居住都道府県)を集
計して観光客層の特徴を分析する。 

② 他の温泉地の観光客層を把握する。 
⇒他の温泉地の口コミを投稿した人の属性(性別・年代・同行者・旅行時期・居住都道府県)
を集計して観光客層の特徴を分析する。 

③ 別府市と他の温泉地とで特徴的なトピックを比較する。 
⇒抽出したトピックについて、別府市と他の温泉地の特徴を比較する。 

 

＜分析データ元：旅行サイトの口コミデータ＞ 
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 ＜トピックの抽出：温泉施設への口コミは 20個のトピック（評価軸）に集約＞ 

日本全国における温泉ジャンルの口コミデータ・10,048 件を対象に、口コミでコメントされている表

現を統計的に集約すると、20 個のトピックが抽出された。 

 

 

 ＜観光客属性及びトピックと高評価の関係モデル：高い満足度をもたらすのは、泉質と癒しである＞ 

口コミに付与されている満足度得点（特に 4.5点以上の高得点）に対して、観光客属性や20個のト

ピックがどのように影響を与えているのか、その関係を統計的に分析した。観光客属性との関係では、

男性はカップル・夫婦で旅行に行く方が高得点を付ける傾向にあるが、女性はカップル・夫婦の旅行

ではない方（一人旅や友人旅など）が高得点を付ける傾向にあることが分かった。トピックとの関係で

は、特に、泉質や自然の中での癒しが高得点を付ける重要な要因であることが分かった。 
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 ＜属性による効果の違い：泉質と癒しは、カップル・夫婦以外の女性に特に有効である＞ 

上記の分析における各要因の効果を定量的に確認したところ、泉質と自然の中での癒しの効果は、

特に、カップル・夫婦旅行でない女性客に有効であることが分かった。 

 

 

 ＜高評価の確率を目的とした決定木分析：観光客ごとに高評価をもたらすトピックを特定＞ 

統計的な手法を用いて、4.5 点以上の高得点を付ける確率を向上させるような条件を観光客の属

性別に定量的に明らかにした。例えば、女性は、特に 20代のような若者は食事やおみやげの充実さ

に高い満足を感じ、それ以外の女性は、自然の中での癒しに高い満足を感じることが分かった。性別

では、女性の方が男性よりも高い得点を付ける傾向にあるが、男性はカップル・夫婦で行く旅行では、

女性以上の高い満足を感じ、その中でも泉質や効能に強く反応することが分かった。 

この結果を活用し、例えば、女性が読むような雑誌では自然の中で癒される温泉旅行を謳った広

告を出し、特に、20代のような若者向けの雑誌では、食事やおみやげの充実さをアピールする。他方、

男性が読むような雑誌では、彼女との温泉旅行を謳った広告を出すなど、ターゲットを定めた効果的

なマーケティング施策を戦略的に検討できる。 
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 ＜本市と他の温泉地において割合の多い観光客層の比較＞ 

日本全国の口コミデータ816,073件を用いて、各地域の投稿者の属性の傾向を分析した。本市は、

他の温泉地と比べ、観光客層の幅が広いことが特徴的である。本市の近くの由布院や黒川は、他地

域よりも若者で女性の投稿が多い。 

 

 

 

 ＜温泉地別の各トピックを代表する口コミの割合＞ 

抽出した 20 個の温泉トピックが各温泉地域で、どの程度話題にされているのかを定量的に分析し

た。本市では、「C1:泉質・効能」、「C8:歴史のある有名な温泉地」、「C11:砂湯等で体を温める」のトピ

ックが特徴的といえる。本市では、上記分析で高評価要因であることが分かった「C4：自然を楽しみ

ながら疲れを癒す」は低い。 

 

  

 

温泉地

C1
泉質
効能

C2
源泉
温度

C3
露天
景色

C4
自然
癒し

C5
湯船
種類

C6
食事
土産

C7
一日
楽しむ

C8
歴史
有名

C9
場所

C10
訪問
時期

C11
砂湯
温め

C12
無料
温泉

C13
雰囲
気

C14
アクセ
ス

C15
アメニ
ティ

C16
施設
広さ

C17
利用
客

C18
口コミ
写真

C19
手続
き

C20
行き
方

別府 39.2% 36.5% 22.8% 26.4% 23.7% 35.8% 19.0% 56.9% 42.2% 36.0% 51.2% 34.8% 43.9% 29.0% 36.2% 27.9% 42.2% 21.1% 28.4% 29.9%

湯布院
由布院

37.6% 35.3% 32.9% 25.9% 35.3% 37.6% 15.3% 42.4% 44.7% 35.3% 23.5% 40.0% 42.4% 34.1% 36.5% 27.1% 50.6% 28.2% 32.9% 37.6%

黒川
杖立

30.4% 28.4% 36.3% 52.0% 18.6% 52.0% 22.5% 52.9% 60.8% 41.2% 26.5% 36.3% 59.8% 34.3% 30.4% 27.5% 49.0% 25.5% 39.2% 39.2%

和倉 29.0% 25.8% 51.6% 54.8% 35.5% 25.8% 32.3% 22.6% 48.4% 32.3% 32.3% 54.8% 54.8% 29.0% 41.9% 32.3% 29.0% 9.7% 19.4% 12.9%

熱海 22.4% 27.1% 20.6% 29.9% 14.0% 23.4% 15.9% 37.4% 55.1% 32.7% 31.8% 38.3% 36.4% 50.5% 22.4% 15.0% 40.2% 15.0% 15.9% 48.6%

※全国の数値を超えるものを で表示

全国 38.8% 36.5% 33.6% 33.7% 31.4% 32.0% 32.8% 31.7% 44.9% 38.8% 34.4% 38.3% 38.9% 38.1% 36.7% 36.9% 38.0% 21.9% 27.2% 31.2%
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(3) 住みやすさ等に関する分析 

住みやすさ等生活環境のポイント 

 経済産業省による生活利便性評価において、本市は上位層に位置付けられる。 

本市は、生活利便性、働きやすさ、教育・子育て、医療・福祉、災害、自然環境等に

関する指標の多くで全国平均値を上回っている。 

 8 割以上が「住みよい」又は「どちらかといえば住みよい」と回答し、その理由に自然

環境の豊かさや買い物などの日常生活を挙げる人が多い。 

 転入・転出の理由としては、いずれも通勤・通学場所が近い、親・子供・親戚・友人の

家に近いことを理由に挙げる人が多い。また、転入の可能性が考えられると回答す

る人は、温泉に行きやすくなることを理由に挙げる人が多い。 

 

ア 地域の生活コスト 

「全国に比べ生活利便性、教育・子育て、医療・福祉等において高い水準にある」 

 

本市における生活利便性評価は、経済産業省の試算結果によると、全国水準を上回ってい

る。 

 

 

出所： 経済産業省「地域の生活コスト見える化システム」による試算結果 

全国順位

（/1741）

九州・沖縄地

方内順位

（/274）

生活利便性 円 1 1

生活利便性 円 140 15

生活利便性 円 1 1

生活利便性 円 459 46

働きやすさ 円 65 27

働きやすさ 円 1,204 152

教育・子育て 円 233 26

教育・子育て 円 1,299 205

教育・子育て 円 814 119

教育・子育て 円 215 22

医療・福祉 円 680 113

医療・福祉 円 1 1

医療・福祉 円 1 1

災害 円 866 192

災害 円 - -

自然環境 円 472 99

自然環境 円 194 78

自然環境 円 - -

自然環境 円 492 217

ライフスタイル 円 1 1

ライフスタイル 円 543 67

ライフスタイル 円 338 87

円 5 1

カテゴリ区分 全国平均値

病院又は診療所までの距離

高度な救命措置が可能な救命救急センターまでの所要時間

ショッピングセンターへの距離

飲食店の集積度

バス停までの距離

鉄道駅までの距離

通勤通学時間（※都道府県指標）

地域の求人倍率 （※都道府県指標）

小中学校までの距離

選択した暮らしやすさ指標

年間平均気温

地域で採れた食材の入手のしやすさ（※都道府県指標）

治安の良さ

地域の活動（まちづくり、町内会、PTA活動など）に関わる人の割合

（※都道府県指標）

総合評価

0.6％

92.4％

1.6km

46.9分

15.7％

該当:140市区町村

67.4％

0.0106ppm

大分県別府市

当該市町村値

1.8km

21.0件/可住地k㎡

0.3km

1.9km

26.5分

0.89倍

1.2km

20.5人/先生1人

3.3km

0.0％

97.4％

0.5km

湧水有

15.5℃

132.00％

73.1件/万人

2.7％ 92,064

貨幣価値（円）/年

497,712

691,776

297,792

151,884

59,460

830,256

395,340

12.5km

7件/可住地k㎡

0.8km

6.3km

33.3分

1.06倍

2.1km

16.2人/先生1人

23.1km

2.5％

名水有:183市区町村、湧水有:604市区町村

13.4℃

99.97％

非該当

69.4％

55,404

1,217,232

2,248,424

13.2分

6.9％

163,704

165,720

0.006ppm

68.4件/万人

284,028

7,932

440,364

524,844

454,524

240,144

92,172

243,648

39,216

438,192

津波避難対策地域（市町村単位）の該当

周辺での緑（農地や森林）の多さ

（市町村総面積に占める、農地・森林・湖沼の面積の割合）
空気のきれいさ

（大気汚染物質の濃度）
水のきれいさ

（名水・湧水の有無）

学校での子供に対する先生の目の届きやすさ

大学（短大除く）までの距離

地域の保育所の待機児童率

老人福祉施設の在所率

今後30年間に、震度6以上の揺れが発生する確率

地域の生活コスト： 30 代夫婦に乳幼児がいる家族の場合 
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イ 市民意識に関する分析 

「8 割以上が「住みよい」又は「どちらかといえば住みよい」と回答している」 

 

「あなたは本市を住みよいと感じているか」という質問に対し、「住みよい」と回答する割合は、

約 31.3%存在している。同様に、「どちらかといえば住みよい」と回答する割合は、約 49.2%存在し

ている。 

 

 

 

 
 

出所： 別府市総合計画後期基本計画策定に係る市民アンケート調査報告書（平成 27年 2月） 

 

住みよい 
31.3% 

どちらかといえば住みよい 
49.2% 

どちらかといえば住み 
にくい 
15.1% 

住みにくい 
2.7% 

無回答 
1.6% 

あなたは別府市を住みよいと感じているか 1 つ 選択（ n=910 ） 

住みよさに関する意識(1) 



 

36 

「住みよいと回答する人は、自然環境の豊かさや、日常生活の利便性を理由に挙げている」 

 

「住みよい」又は「どちらかといえば住みよい」と回答した人に対して、そのように感じられる理

由を質問したところ、「自然環境が豊かである」と回答する人が65.5%存在している。「買い物等の

日常生活が便利である」を理由とする人は 53.3%存在し、「静かでのんびりしている」を理由とす

る人は 43.9%存在している。 

 

 

 

住みよいと感じられる理由や魅力を次の中から 3つまで選択（n=733） 

 

出所： 別府市総合計画後期基本計画策定に係る市民アンケート調査報告書（平成27年 2月） 

 

 

65.5%

53.3%

43.9%

28.2%

18.7%

11.2%

10.4%

6.5%

5.3%
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住みよさに関する意識（2） 



 

37 

「本市からの転出者が転出先を選んだ理由として、通勤・通学場所を理由に挙げる人が多い」 

 

本市から転出した人に、転出先を選んだ理由を聞いたところ、「通勤・通学場所が近い」が最も

多く、次に多いのは、「親・子ども・親戚・友人の家に近い」という回答である。 

 

 

転出先を選んだ理由（n=470） 

 

出所： 別府市総合計画後期基本計画策定に係る移住・定住意識調査報告書（平成 27年 2月） 
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週末のレクリエーション・遊び場が近くにある 

緑や海など自然が豊かである 

福祉（高齢者・障がい者等）が充実している 

保育所や子育て支援が充実している 

道路が整備され大分市にも行きやすい 

市民の気質や感性が自分と合う 
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転出者が転出先を選んだ理由 
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 第４ 人口の将来展望 

  

1 課題の整理 

人口及び人口を取り巻く環境を分析した結果、本市には、次のような課題がある。 

 

「若い世代の人口増加、有配偶率の向上、既婚者における出生数の増加が必要である」 

死亡数が増加する中、人口減少を抑制するためには、出生数を増加させることが必要である。

出生数は、若い世代の人口×有配偶率×既婚者における出生数の掛け算で構成される。 

このうち、本市の有配偶率は、大分県水準や近隣と比べて低く、特に、女性でその差が大きくな

っている。有配偶率の向上が必要であり、そのためには、雇用の量及び質の確保が必要である。 

 

(1) 「大学新卒者の転出抑制のため、市内における多様な雇用機会の創出等が必要である」 

大学生や短期大学生の就職時期において、大分市や福岡県、東京都などへの県外への転出

が多くなっている。転出を抑制するためには、創業に対する支援を含め、市内において魅力ある

多様な雇用機会の創出が必要である。 

 

(2) 「子育て世代の転出抑制のため、子育て・教育環境の向上が必要である」 

子育て世代の世帯（0歳～9歳・20代・30代）において、大分市に対する転出が多くなっている。

転出を抑制するためには、住環境、生活環境、交通利便性等を含めた子育て・教育環境の向上

並びに雇用の量及び質の確保による安定した経済基盤の確保が必要と考えられる。 

 

(3) 「産業及び雇用の維持のため、他地域からの転入促進が必要である」 

本市の就業者は、卸売業・小売業、医療・福祉、宿泊業・飲食サービス業等のサービス業に従

事している割合が高く、これらの第3次産業は人口減少により需要の減少、更には、雇用の確保

に影響を与える可能性がある。 

本市には現在、充実した医療・福祉環境があり、多様性を受容する市民性ともあいまって他地

域から高齢者を含めた移住者を受け入れる環境があるといえる。 

 

(4) 「観光客数の増加に加えて、滞在の長期化に向けた取組が必要である」 

本市は我が国有数の観光地であり、年間約 800 万人の観光客が国の内外から訪れている。

そのうち、日帰り客が全体の約 7 割を占めていることから、観光業の振興及び観光業に従事す

る市民の所得向上、更には、市内における経済波及効果の拡大のために、観光客数の増加に

加え、様々な観光客のニーズに対応するとともに、市内滞在の長期化に向けた取組が必要であ

る。 

 

2 人口の将来展望 

「各種施策の着実な実施により、2040 年に 10万 4千人、2060年に 9万 2千人の人口を確保す

ることを目標とする」 

 

上記1の各課題を踏まえて、本市の総合戦略を策定し、総合戦略の各種施策を着実に実施する

ことにより、2040 年に 10万 4千人、2060 年に 9万 2千人の人口を維持することを目標とする。 

したがって、「第３ １ （４） オ 本市独自推計」で示した、独自推計③のパターンの仮定のとお

り、各種施策の実施により、合計特殊出生率は 1.55 を 2040 年に達成することとし、社会移動では

年間約 100 人の社会増を 2040 年に達成すると仮定し、転出の抑制及び転入の促進を図り、社会

増を目指すこととする。 
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出所： 社人研の推計を基に作成 

3 将来の方向性 

本市挙げて「1.55」の壁を突破するために、下記将来の方向性を踏まえた上で、様々な施策を

実行し、「ひと」と「まち」をまもり、「まち」をつくっていかなければならない。 
 

(1) 創業に対する支援を含め、市内における多様な魅力ある雇用機会を創出することで、有配

偶率の向上や大学新卒者及び子育て世代の世帯の転出抑制を図る。 

(2) 住環境、生活環境、交通利便性を含めた子育て・教育環境の向上により、誰もが暮らしやす

い魅力あるまちづくりに取り組む。 

(3) 本市が持つ充実した医療・福祉環境や多様性を受容する市民性をいかし、移住者の受入態

勢を整備し、市外からの転入を促進する。 

(4) 本市が持つ観光資源を活用し、観光客の増加や滞在の長期化に向けて、外国人観光客等

様々な観光客のニーズに対応することで、観光業の振興及び観光業従事者の所得向上、更

には地域経済への波及効果の拡大を目指す。 

「将来の方向性」に関する本市の総合戦略は、「まちをまもり、まちをつくる。べっぷ未来共創

戦略」で示した。 
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